
　　　　【歳出】　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

【社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国・県支出金 地方債 その他

引き上げ分の
地方消費税交
付金（社会保
障財源化分）

その他

総合社会福祉事業 13,273 0 0 0 1,460 11,813

障害者福祉事業 282,039 220,562 0 0 6,766 54,711

高齢者福祉事業 26,481 670 0 2,518 2,564 20,729

児童福祉事業 964,136 564,915 0 44,055 39,090 316,076

母子福祉・保健事業 15,722 11,467 0 0 468 3,787

小　　　　計 1,301,651 797,614 0 46,573 50,348 407,116

介護保険事業 133,018 30 0 0 14,637 118,351

国民健康保険事業 102,617 59,647 0 0 4,729 38,241

小　　　　計 235,635 59,677 0 0 19,366 156,592

後期高齢者医療事業 104,764 20,250 0 0 9,302 75,212

保健衛生事業 21,921 0 0 44 2,408 19,469

予防対策事業 77,083 245 0 0 8,457 68,381

小　　　　計 203,768 20,495 0 44 20,167 163,062

1,741,054 877,786 0 46,617 89,881 726,770

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。

【用語解説】
　社会保障施策に要する経費：社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策に要する経費

　社会福祉：生計の困難な者や心身に障害のある者に対して必要な援助を行う等国民の生存権を確保することによって、国民
　　　　　　　　生活の内容を豊かならしめることを目的とした施策に要する経費
　　　　　　　　事例）児童福祉、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉　など

　社会保険：保険的方法によって社会保障を行う制度の総称であり、法令に基づき実施される「強制保険」的な制度
　　　　　　　　事例）国民健康保険、介護保険　など

　保健衛生：国民の健康を保つための施策に要する経費
　　　　　　　　事例）医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防対策、健康増進対策　など

平成３０年度地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

社会
福祉

　平成26年4月1日より消費税率が５％から８％に引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収
分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てられるものとされています。
　鏡石町の平成30年度一般会計予算における社会保障施策経費への充当状況は以下のとおりです。
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